
 

 

 

 
 

 

【その他】 

（１）資料配付としたパブリック・コメントについて【区振興課】 

  ア 第３次浜松市国際戦略プラン（案）≪国際課≫ 

  イ 浜松市公共施設等総合管理計画（案）≪アセットマネジメント推進課≫ 

  ウ 第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本計画（案） 

≪市民生活課≫ 

  エ 第４次浜松市男女共同参画基本計画（案）≪ＵＤ・男女共同参画課≫ 

  オ 浜松市スポーツ推進ビジョン（第３期浜松市スポーツ推進計画）（案） 

≪スポーツ振興課≫ 

   

 

 

 

令和６年１１月２７日開催 

中央区協議会 

（中地域分科会） 

令和６年度 第８回中央区協議会

（中地域分科会） 

会議資料② 













浜松市公共施設等総合管理計画（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「浜松市公共施設等総合管理計画（案）」とは 

市が保有する全ての資産を対象に、資産の見直しや活用、運営管理、処分等に関

するプロセス全般を資産経営と位置づけ、資産経営を長期的かつ着実に推進するた

めの羅針盤として策定する計画です。 

  現行計画が令和６年度に終期を迎えることから、新たに第２期「浜松市公共施設

等総合管理計画」を策定します。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月２０日（水）～令和６年１２月２０日（金） 
 
３．案の公表先 

アセットマネジメント推進課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協

働センター、ふれあいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央

一丁目）、パブコメ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進課（市役所北館４階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒430－8652 
浜松市中央区元城町 103－2 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進課あて 

③電子メール asset@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ 050－3730－0119（ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進課） 

  
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

財務部アセットマネジメント推進課（ＴＥＬ 053－457－2533） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 



 

 

パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 浜松市公共施設等総合管理計画（案） 

趣旨・目的 

・ 将来にわたって持続可能な行財政運営を実現するために、市が保

有する全ての資産を対象に、資産の見直しや活用、運営管理、処

分等に関するプロセス全般を資産経営と位置づけ、資産経営を長

期的かつ着実に推進するための羅針盤として策定するものです。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

・ 平成 28 年３月に策定した現行計画が令和６年度に終期を迎える

ことから、新たに第２期計画を策定します。 

・ 建設物価が急激に上昇したことで将来の改修・更新経費の見込み

が過少となり、実績値が計画値を大幅に上回る結果となったこと

から、計画の内容及び目標値の再検討が必要です。 

・ 現行計画策定時から 10年近く経過し、保有施設の状態やニーズの

変化、脱炭素社会、DX 化の推進等への対応を踏まえた内容に更

新が必要です。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

・ 総務省通知「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針」を

踏まえた構成とします。 

・ 基本方針は、社会情勢の変化や他方針・計画との整合性を図り、

項目の追加及び再構成を行いました。 

・ 将来改修更新経費の試算方法を見直し、投資充足率の目標は現状

値（令和 26 年度で 100％）を採用しました。 

案のポイント 

（見直し事項な

ど） 

・【基本理念】「知る・変える・活かす」で支える資産経営 

・【基本方針】３つの基本指針と５つの着眼点 

３つの基本指針 (1)公共施設に関するムリ・ムダ・ムラの是正 

(2)安全・安心な公共施設の提供 

(3)公共施設の最大限の有効活用 

 ５つの着眼点 ①データ一元化による維持管理コストの最適化 

        ②民間活力の積極的な活用 

        ③まちづくりとの連携及び近隣市町との連携 

        ④脱炭素化の推進 

        ⑤実効ある進捗管理 

・投資充足率 100%に向け、基本方針の考え方に基づき、第５～７章

に記載する具体的な取り組みを推進します。 

関係法令・ 

上位計画など 

（上位計画） 

・浜松市総合計画 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和６年 11 月 20 日～12 月 20 日 案の公表・意見募集 

令和７年２月予定    募集結果及び市の考え方公表 

令和７年４月      計画期間の開始 

 



       

 

・本市人口は、2008年をピークとして減少局面 

・2050年には約65.7万人となると推計 

・従属人口指数は93.7％となり、生産年齢人口への依存
度が高まる 

 

 

 
・政令指定都市移行後、行財政改革への取組みにより、

財政指標は全般的には改善傾向 
・政令指定都市などとの比較ではストック指標、フロー

指標ともに良好 
・人口減少・少子高齢化のさらなる進行により、引き続

き厳しい財政運営となることが予想され、扶助費の増
加が見込まれるとともに、老朽化が進む資産の維持管
理、改修・更新経費の増大への対策が課題 

・本市の保有する公共施設、土地などの資産は、12市町村
合併、政令指定都市移行を契機に急増 

【タテモノ資産】 
・都市化の進展や人口の増加に伴い1970、80年代の20年

間で約133万㎡、全体の約51%を建設 
・今後、老朽化に対する対応や改修･更新時期の一極化が

懸念 

【インフラ資産】 
・都市化の進展や人口の増加に伴い整備が進められた道

路・橋りょう、平成以降に古い管の更新や整備が進んだ
上下水道管といった特徴 

・老朽化への対応、計画的な維持管理・改修による⾧寿命
化、耐震化などが必要となっており、将来の財政需要の
抑制、縮減が大きな課題 

【対象とする資産】 

  

【計画の位置付け】 
浜松市の最上位計画である「総合計画」を支える個別計画と
して定めるもの。 

土地を含むすべての資産 

現投資と同様の投資を続けた場合でも、大幅な延
床面積の縮減が必要 

 

道路・橋りょうなどでは新規事業の進捗状況を見据え
ながら、改修･更新を検討することや、上下水道事業
などは、老朽化した管を更新する際には適正な規模へ
縮小することなどが必要 
 

「見直すべきところは見直し、投資すべきところは積極的に投資する、そして、活用できるものは最大限活
用する」ことにより「保有する財産」から「活用する資産」への意識転換を進め、安全・安心で質の高い市
民サービスの提供と持続可能な行財政運営を両立することが重要。 

（将来推計人口） 

(タテモノ資産）総合管理対象施設 

 公有財産台帳面積                              （R6.3.31時点） 

 
・タテモノ資産やインフラ資産の改修・更新経費は今後50年で4兆7,780億円と想定（年平均956億円）（⾧寿命化前） 

 策定時 
（2024） 

R16 
（2034） 

R26 
（2044） 

タテモノ資産 
投資充足率目標 62.5％ 90％ 100％ 

 策定時 
（2024） 

R16 
（2034） 

R26 
（2044） 

インフラ資産 
投資充足率目標 87.4％ 95％ 100％ 

 

公
共
施
設
等 

タテモノ 

資産 

庁舎等、職員住宅等、    
集会施設、文化・観光施設、 
スポーツ施設、図書館、 
住宅施設、       
小中学校・高等学校 等 

  

インフラ 

資産 

道路、橋りょう、           
ポンプ、排水機場、       
上水道、下水道、 公園、 
河川 等 

土地 

＜歳入＞          ＜歳出＞ 

（過去5年間の歳入歳出内訳） 

区分 土地 建物 

行政財産 1,406万㎡ （62%） 246万㎡ （95%） 
普通財産 877万㎡ （38%） 14万㎡  （5%） 

合計 2,283万㎡（100%） 260万㎡（100%） 

基本理念：「知る・変える・活かす」で支える資産経営

目指すべき資産のすがた：
持続可能な資産経営

①公共施設に関する
ムリ・ムダ・ムラの
是正

②安全・安心な
公共施設の提供

③公共施設の
最大限の有効活用

３つの基本指針

①データ一元化による保有財産の適正化
②民間活力の積極的な活用
③まちづくりとの連携及び近隣市町等との連携
④脱炭素化の推進
⑤実効ある進捗管理

投資実績額
将来試算値 ＝100％

（２０４５年）

投資
充足率

・予防保全と⾧寿命化
・UD化 等

・新規抑制、既存施設の縮減
・RBM ・規模適正化

・余剰スペース貸付
・公共空間利活用 等

タテモノ資産

圏域及び
利用用途別分類ごとの
（見直しの）方向性

インフラ資産

利用用途別分類ごとの
（見直しの）方向性

基本理念、基本指針を
踏まえた方向性

普通財産

5つの
着眼点

＝

第5章 

第６章 

第７章 

市が保有する全ての資産を対象に、資産の見直しや活用、運営管理、処分などに関するプロセス全般を資産
経営と位置づけ、資産経営を⾧期的かつ着実に推進するための羅針盤として「浜松市公共施設等総合管理計
画」を定める。 

浜松市公共施設等総合管理計画
（本計画）

浜松市総合計画
（基本構想・基本計画）

各政策分野における計画・方針等

（国）インフラ
⾧寿命化基本計画

国
（省庁）

インフラ資産
・浜松市道路施設管理基本方針

・浜松市道路橋⾧寿命化計画
・浜松市トンネル⾧寿命化計画

・浜松市水道事業アセットマネジメント計画
・浜松市下水道事業アセットマネジメント計画

など

タテモノ資産
・浜松市公共建築物⾧寿化指針

・浜松市公営住宅等⾧寿命化計画
・浜松市学校施設⾧寿命化計画
・浜松市消防施設等整備計画
・施設分類別計画（ホール編）

・施設カルテ など

中期
財政計画

個別施設計画
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延床面積（万㎡）

建築年度
小中学校・高等学校 住宅施設 集会施設 スポーツ施設 産業振興施設 その他

（R6.4.1現在）

築60年以上 築40年以上60年未満 築20年以上40年未満 築20年未満



 

〈見直しの考え方〉 2つの視点で検討 
・タテモノ資産を通じて提供している行政サービス

の性質 

【マネジメントの手法】 
すべてのタテモノ資産について、現状データ及び見
直しの考え方をまとめた「施設カルテ」を作成 
関係課で共有し、毎年度のPDCAサイクルを実行 

〈今後の方向性〉 

・施設の利用用途分類（23分類）ごとに整理 

（例:①庁舎等②職員住宅等③集会施設④文化・観光施
設⑤スポーツ施設⑥図書館など） 

・行政サービスや活動拠点の確保と、タテモノ資
産総量縮減を意識した施設の統廃合、複合化や
民間移管などの推進 

【マネジメントの手法】 
ＲＢＭを踏まえた⾧寿命化計画などを基本に、 
メンテナンスサイクル（点検⇒診断⇒措置⇒記録） 
を実行 
 

〈見直しの考え方〉 
・インフラ資産を通じて提供している行政サービスの

性質を踏まえて検討 
（①廃止 ②民間委託③分散処理 ④間引き ⑤ＲＢＭ） 

〈今後の方向性〉 
・資産の利用用途別４分類ごとに整理 

(①道路 ・橋りょう ②ポンプ・排水機場 
         ③上水道 ④下水道） 

【タテモノ資産の見直しの考え方と今後の方向性】 

○市民、議会への情報提供 

・資産や財政の状況、今後の見通しに関する情報を共
有するため決算報告時に「資産のすがた」による情
報提供に努める 

・施設の統廃合、複合化等の既存施設の見直しの際に
は、施設利用者や地元住民の方の理解が必要である
ことから、適宜意見交換や説明会等を通して見直す 

・議会へは適切な段階に説明 

○計画の進捗管理 

・本計画の実行性を確保するため、継続的に取組み  
を実施し毎年度投資充足率目標に対する実績によ
り目標達成状況を評価 

・社会情勢の変化や施設の見直し状況等を踏まえ、 
中間年である5年を目途に計画の見直しを実施 

○計画の推進体制 

 遊休財産の有効活用を図るため、利用実態や管理実態により普通財産を「事業財産」「計画財産」「貸付
財産」「遊休財産」に区分。活用手法から今後の見通しまでを一元的に把握し、市有財産としての活用や適
正管理、資産活用に取り組む。 

区分 説明 

活用可能財産 特段の調整を要せず処分ま
たは貸付が可能な財産 

要調整財産 
活用するために、地域や周
辺土地所有者などとの調整
が必要な財産 

活用限定財産 活用が限定される財産（法
面、山林等） 

その他 現地や公図が不明な財産 

解体可能財産 解体可能な財産 

②安全・安心な公共施設
の提供 

・予防保全と⾧寿命化  
・ユニバーサルデザインに配慮 
・雨水対策に沿った施設整備 

③公共施設の最大限の 
有効活用 

・余剰部分の活用  
・公共空間の利活用 

①公共施設に関する  
ムリ・ムダ・ムラの是正  

・延床面積縮減 
（新設の抑制・既存施設の縮減） 
・維持管理コストの最適化 

〈基本指針に沿った取り組み〉 

②安全・安心な公共施設
の提供 

・予防保全と⾧寿命化  
・メンテナンスサイクル  
・雨水対策 

③公共施設の最大限の 
有効活用 

・公共空間の利活用  
・ネーミングライツ 

①公共施設に関する  
ムリ・ムダ・ムラの是正 

・ＲＢＭの考え方による維持管理  
・規模適正化 

〈基本指針に沿った取り組み〉 

・行政サービスを享受している利用者の圏域など 
 利用者圏域（広域、市域、地域 、中山間地域 等） 
 （①廃止 ②民間移管 ③管理主体変更 ④非保有  
           ⑤統廃合⑥複合化⑦広域化） 

＜施設の状態とニーズ、考え方のマトリクス＞ 

Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入
や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入
や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

【年次更新】

・目標(改善)に
向けた取組み

・目標(改善)に
向けた取組み

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・実績評価、課題
を踏まえた改善

・実績評価、課題
を踏まえた改善

結果
報告

結果
報告

◆個別施設や制度の
見直しなどの改善案
を提示し調整

取組みに
対する支援

取組みに
対する支援

・目標に対する
実績評価
・課題分析

・目標に対する
実績評価
・課題分析

Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入
や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

施設カルテ

・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃

合等の方向性

※

共同作成

【年次更新】

・目標(改善)に
向けた取組み

・目標（改善）に
向けた取り組み

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映など

・実績評価、課題
を踏まえた改善

・実績評価、課題

を踏まえた改善

結果
報告

結果
報告

◆個別施設や制度の
見直しなどの改善案
を提示し調整

取組みに
対する支援

・取り組みに
対する支援

・目標に対する
実績評価
・課題分析

・目標に対する
実績評価

・課題分析

所
管
課

（
土
地・
タ
テ
モ
ノ

資
産
経
営
専
門
部
会）

（
資
産
経
営
推
進
会
議）

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
課

【インフラ資産の見直しの考え方と今後の方向性】 

RBM（リスクベースメンテナンス） 

 破損や事故の起きやすさ、市民生活へ影響を及ぼす
影響の大きさ、改修・更新経費の規模などのリスク
を基準に、各インフラ資産を分類し、維持管理、改
修・更新を実施する手法。 

施設カルテによる
マネジメント

現状把握
（有償、無償、借受人等）

事業財産

庁内活用
希望調査

計画財産

貸付財産

次年度予算要求
（解体）

売却

資産経営推進会議
（必要に応じて） 解 体

普通財産状況調査

遊休
財産

解体可能

活用希望あり

活用希望なし

活用可能

要調整

その他

活用可能
財産公表

公 募

更地にして
土地の活用
を探る解体可能

（小規模）

遊
休
土
地

借地解消

活用希望あり

【遊休財産の区分】 

統廃合・複合化の推進 
 各施設分類毎の個別施設計画と毎年度作成する施 
設カルテの資産情報より、多面的な検討を行った 
うえで今後の方向性を決定します。関係課と円滑 
に検討を行うために統廃合・複合化推進検討会議 
を活用します。  

・資産分類ごとの
マネジメント方針

・資産分類ごとの
マネジメント進捗管理上下水道部

産業部
（農林）

土地・タテ
モノ資産経
営専門部会

コスト
縮減・設計
適正化専門
部会

水道
工事課

下水道
工事課

・庁内の総合調整

・全体の進捗管理

・マネジメント進捗管理
・維持管理
・対策の実施など



第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり計画（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 

 
 
 

１．「第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり計画（案）」とは 

浜松市では、平成 22 年度に「浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本

計画」を策定し、『犯罪のない誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり』を基

本理念とし、防犯に関する様々な取組みを行ってきました。今回の計画では、本

市における近年の犯罪情勢や地域の状況を踏まえ、新たに令和 7 年度から令和

16 年度までの 10 年間を計画期間とする「第 4次浜松市犯罪のない安全で安心な

まちづくり基本計画」を策定します。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和 6 年 11 月 15 日（金）～令和 6 年 12 月 16 日（月） 
 
３．案の公表先 

市民生活課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、ふれ

あいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パブコ

メ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 
①直接持参 市民生活課（市役所本館 3 階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－８６５２ 
浜松市中央区元城町１０３－２ 市民生活課あて 

③電子メール shimink@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５３－４５２－０２９１（市民生活課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

市民部市民生活課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２０２６） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 



 

パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 第 4 次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本計画（案） 

趣旨・目的 

現在の基本計画は、令和 2 年度から令和 6 年度までの 5 年間の計画期間

が満了するため、「浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例」第 6

条の規定に基づき、犯罪のない安全で安心して暮らすことのできるまちづ

くりを総合的かつ計画的に推進するために見直しをします。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

現行計画は令和元年度末に計画期間が満了となるため、直近の犯罪動向を

踏まえ、令和 7 年度から令和 16 年度までの 10 年間の計画を策定します。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

浜松市が将来にわたって安全で安心して暮らすことのできるまちであり

続けるためには、市民の生命、身体及び財産が平穏に保たれることが市民

生活の基本であるとの認識に立ち、市、市民、事業者などが協力、連携し

て、各種の取組みを進めることとします。 

案のポイント 

（見直し事項など） 

【浜松市の犯罪の状況】 

浜松市における刑法犯認知件数は、平成 15 年に過去最高の約 1万 4千件

でしたが、それ以降徐々に減少し、令和 5年度は過去最低水準の約 3千 6

百件となりました。引き続き、市、市民、事業者、関係団体等が協力して

安全で安心なまちづくりを推進します。 

 

【基本理念】 

犯罪のない誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり 

 

【基本方針】 

１ 市民自らの防犯意識を高める 

２ 地域が協働して安全で安心なまちをつくる 

３ 子どもの安全の確保 

４ 犯罪の起きにくい地域環境をつくる 

 

【計画の取組み】 

基本方針は変更せずに取り組む事業を充実させています。特に近年増加す

る特殊詐欺に対して、防犯協会による防犯講習会やくらしのセンターによ

る高齢者を対象とした出前講座、市の広報誌を活用した啓発等、被害防止

に向け事業を推進しています。 

防犯灯設置補助事業や令和 4 年度に新設した防犯カメラ設置補助事業等

により、身近で起きている犯罪を抑制する整備を行い、安全で安心なまち

づくりを推進します。 

 

 



関係法令・ 

上位計画など 
浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和 6 年 11 月～12 月   案の公表・意見募集  

令和 7 年 2 月     市の考え方を公表  

令和 7 年 4 月     基本計画の施行 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 



 

 

 

浜松市の犯罪の状況 

本市における刑法犯認知件数は、平成 15 年に過去最高の約 1万 4千件でしたが、それ以降徐々に減少し、

令和 5年度は過去最低水準の約 3千 6百件となりました。刑法犯認知件数全体が減少する一方で、増加傾向

にある特殊詐欺に対しては、防犯協会による防犯講習会やくらしのセンターによる高齢者を対象とした出前

講座、市の広報誌を活用した啓発等、被害防止に向け事業を推進しました。 

引き続き、市、市民、事業者、関係団体と協力し、地域の防犯意識を高めるとともに、防犯灯設置補助事

業や令和 4年度に新設した防犯カメラ設置補助事業等により、身近で起きている犯罪を抑制する整備を行い、

安全で安心なまちづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

※令和 2年から令和 4年は、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言やまん延防止等重点措置による外出自粛要請の影響があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全で安心なまちづくりのためのそれぞれの役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間  令和 7年度から令和 16 年度（10 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年４月 浜松市 市民部 市民生活課 〒４３０－８６５２ 浜松市中央区元城町１０３－２ 

（件） 

 防犯意識を高め、安全の確保に努めるとともに、地域のコミュニ

ティや地域における防犯活動への積極的な参加、自ら所有・管理す

る土地・建物の適正な管理などを通じて、安全で安心な地域社会の

実現に努めます。 

（件） 

 自主的防犯活動団体や警察等の関係機関との連携

を強化し、市民、事業者の防犯意識の高揚を図るとと

もに、地域の実情に合った防犯活動の充実や支援、設

備の整備を図ります。 

（千円） 

  必要な防犯設備の設置など事業活動の安全確保を図る

ことに努めます。さらに、従業員等に対し防犯知識や技

術を習得させるよう努めるものとします。地域の自主的

な防犯活動や市が実施する防犯施策に協力するよう努

めます。 

第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本計画  
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浜松市内刑法犯認知件数の推移（件） 

基本理念 犯罪のない誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり 

（件） 

市 事業者 

 

 

 

（１）防犯意識を高める広報啓発 

 

（２）防犯力を高める情報発信 

 

（３）防犯力を高める教育 

 

 

（１）地域における防犯活動の支援 

 

（２）地域の安全を見守る活動の強化 

 

（３）協働による連携体制の充実 

 

 

（１）地域と一体となった子どもの見守り 

 

（２）子どもの安全に配慮した環境整備 

 

（３）子どもの防犯力の育成 

 

 

（１）犯罪の防止に配慮した公共施設の整備 

 

（２）市民が行う防犯環境整備への支援 

 

（３）歓楽街等を対象とした環境改善 

 

（４）ＤＶ（配偶者からの暴力）防止の啓発 

 

（５）再犯防止の推進 

犯
罪
の
な
い
誰
も
が
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
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基本方針１ 

 

市民自らの防犯意識を

高める 

基本方針２ 

 

地域が協働して安全で

安心なまちをつくる 

基本 

理念 
基本方針 

基本方針３ 

 

子どもの安全の確保 

基本方針４ 

 

犯罪の起きにくい地域

環境をつくる 

取組 

（千円） 



第４次浜松市男女共同参画基本計画（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「第４次浜松市男女共同参画基本計画（案）」とは 

すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され、自らの意思により個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総

合的、計画的に推進するための計画です。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月１５日（金）～令和６年１２月１６日（月） 

 
３．案の公表先 

ＵＤ・男女共同参画課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働セン

ター、ふれあいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、

パブコメ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）、あいホールにて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 

【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市

ホームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 
ＵＤ・男女共同参画課（市役所本館３階）まで書面

で提出 

②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－８６５２ 

浜松市中央区元城町１０３－２ 

浜松市役所 ＵＤ・男女共同参画課あて 

③電子メール ud@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

④ＦＡＸ ０５３－４５７－２７５０（ＵＤ・男女共同参画課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

市民部ＵＤ・男女共同参画課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２５６１） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 

-1-



パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 第４次浜松市男女共同参画基本計画（案） 

趣旨・目的 

すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され、自らの意思により

個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を総合的、計画的に推進するための計画です。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

平成３０年３月に策定した「第３次浜松市男女共同参画基本計画」が令和

６年度末で期間満了を迎えます。これまでの取組の検証及び課題の抽出を

行うとともに、今後見込まれる社会情勢の変化等を勘案し、令和７年度か

ら令和１１年度までの次期基本計画を策定します。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

平成３０年３月に策定した「第３次浜松市男女共同参画基本計画」に基づ

き、男女共同参画社会の実現に向けた取組を行ってきました。「ジェンダー

平等」の言葉は浸透し、ワーク・ライフ・バランスや女性活躍推進に取り

組む事業者も増えてきましたが、法律や制度などの「形式的な平等」は進

んできたものの、未だ性別により役割を決める固定的性別役割分担意識が

根強く残っており、「実質的な平等」とは言えない状況にあります。次期計

画ではこれらの課題を踏まえ、男女共同参画の推進に取り組みます。 

案のポイント 

（見直し事項など） 

【計画期間】 

 令和７（2025）年度～令和１１（2029）年度 

【基本目標】 

 「性別にかかわらず、すべての市民がともに参画し、高め合う創造都市 

浜松」 

【計画の柱】 

 Ⅰ ジェンダー平等意識の醸成 

 Ⅱ 固定的性別役割分担からの脱却 

 Ⅲ 安全・安心なくらしの実現 

 

第４次浜松市男女共同参画基本計画は、「男女共同参画社会基本法」「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律」「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律」「困難な問題を抱える女性への支援に関す

る法律」に規定する計画として策定します。 

関係法令・ 

上位計画など 

・男女共同参画社会基本法 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

・困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 

・浜松市男女共同参画推進条例 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和６年１１～１２月 案の公表・意見募集 

令和７年１月     案の修正、市の考え方の作成 

令和７年２月     意見募集結果および市の考え方を公表 

令和７年４月     計画の施行 
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１．計画の趣旨 

浜松市では、すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され、自らの意思により個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現のため、平成 14（2002）年 12 月に「浜松

市男女共同参画推進条例」を制定し、男女共同参画の推進に取り組んできました。施策を計画的に推

進するため、現在の第３次浜松市男女共同参画基本計画（H30～R6）の計画期間満了に伴い、第４次

浜松市男女共同参画基本計画（R7～11）を策定します。 

 

２．現状と課題 

近年、「ジェンダー平等」という言葉は浸透し、男女共同参画への意識が高まり、休暇取得促進や

時間外労働短縮などのワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組や、女性の就労継続・管理職比

率向上などに努める事業者も増えてきました。しかし、法律や制度などの整備が進み、男女間の「形

式的な平等」は進んできたものの、賃金格差が生じていることや家事・育児等の負担が女性に偏って

いることなど、未だ「実質的な平等」とは言えない状況です。性別によって役割を決める固定的性別

役割分担意識が社会に根強く残っていることが大きな要因であると考えます。 

 

 

 

１．計画期間 

令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度 

 

２．計画の位置付け 

本計画は、浜松市男女共同参画推進条例第３条における基本理念のもと、第 12条第１項に基づき策

定する基本計画です。また、「男女共同参画社会基本法」をはじめとする各種関連法に規定する計画と

して位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画社会基本法 

ＤＶ防止法 

女性活躍推進法 

困難女性支援法 

－浜松市男女共同参画推進条例【基本理念】－ 
・個人の人権の尊重 
・多様な生き方の選択 
・政策決定等への平等参画 
・家庭生活と他の社会生活の両立 
・性と生殖に関する女性の健康と権利の尊重 
・国際的理解と協力 

第４次浜松市男女共同参画基本計画 

第４次浜松市男女共同参画基本計画（案） 

令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度 

計画策定にあたって 

計画の概要 

-3-



３．基本目標（目指す将来像） 

 

 

「ジェンダー平等意識の醸成」、「固定的性別役割分担からの脱却」、「安全・安心なくらしの実現」

を計画の三本柱として、基本目標「性別にかかわらず、すべての市民がともに参画し、高めあう創造

都市 浜松」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別により役割を決める固定的性別役割分担意識は未だ根強く残っており、地域や行政、労働な

ど、様々な分野で男性中心の組織づくりが行われていることから、女性の参画が遅れている状況で

す。性別にかかわらず誰もが活躍できる社会を実現するため、男女共同参画の推進に関する教育・

学習機会の充実を図るとともに、政策・方針決定過程の場において女性が活躍できるよう女性の参

画促進と人材の育成に取り組みます。 

 

 

少子高齢化や共働き世帯の増加、個人の価値観の多様化が進む中で、ワーク・ライフ・バランスの

実現や女性活躍の推進は非常に重要なものであると考えます。それぞれが望むライフスタイルを実

現するため、誰もが働きやすい職場環境づくりや男性の家事・育児参画の促進、女性が自分らしく

活躍できるためのキャリアアップ支援等に取り組みます。 

 

 

近年、人口減少や少子高齢化など社会情勢が大きく変化する中、不安定雇用による生活困窮、社

会的孤立、ＤＶ、性暴力、健康問題など、市民が抱える問題は複雑化しています。また、新型コロナ

ウイルス感染症拡大は、市民生活に大きな影響を与えるとともに、今まで潜在化していた多くの課

題を浮き彫りにしました。市民が安全に、そして安心した生活を送ることができるよう、様々な困

難を抱える人への支援や理解の促進に取り組みます。 

 

「性別にかかわらず、すべての市民がともに参画し、高めあう創造都市 浜松」 

Ⅰ ジェンダー平等意識の醸成 

Ⅱ 固定的性別役割分担からの脱却 

Ⅲ 安全・安心なくらしの実現 
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第４次男女共同参画基本計画 体系図 

 柱 施策の方向性 基本的施策 

 

 

 

Ⅰ 

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
意
識
の
醸
成 

１：男女共同参画の推進に

関する教育・学習機会の充

実と意識改革【重点施策】 

(１)男女共同参画を推進する教育や学習機会

の充実 

(２)男女共同参画の視点に立った防災対策の

推進 

(３)男女共同参画を推進する拠点施設の機能

充実 

(４)男女共同参画の視点に立った国際的理解

と情報発信 

２：政策・方針決定過程への

女性の参画拡大 

(５)審議会等への女性の参画拡大 

(６)あらゆる分野における女性の参画拡大 

(７)女性の人材育成にかかる施策の充実 

 

Ⅱ 

固
定
的
性
別
役
割
分
担
か
ら
の
脱
却 

３：ワーク・ライフ・バラン

ス（仕事と生活の調和）の推

進【重点施策】 

(８)誰もが働きやすい職場環境づくりの支援 

(９)男性の家事・育児等への参画と理解の促

進 

(10)多様なニーズに対応した子育て・介護に

かかる支援施策の充実 

４：労働の場における女性

活躍の推進 

(11)働く女性の能力発揮とキャリア形成のた

めの支援 

(12)女性のチャレンジ・再チャレンジに向け

た支援 

(13)農林水産業等における女性の参画促進 
 

(14)労働に関する法律・制度の周知とハラス

メント防止に向けた啓発 

 

Ⅲ 

安
全
・
安
心
な
く
ら
し
の
実
現 

５：リプロダクティブ・ヘル

ス／ライツ（性と生殖に関

する健康と権利）の視点に

立った健康支援【重点施策】 

(15)生涯を通じたこころと体の健康支援 

(16)健康課題に関する理解促進と支援 

(17)性を正しく理解するための啓発と相談 

(18)性の多様性の理解促進 

６：生活に困難を抱える人

への支援 

(19)ひとり親家庭等の自立支援 

(20)生活困窮者、孤独・孤立者の自立支援 

(21)女性であることで複合的な困難を抱える

人への支援 

 

７：ジェンダーに基づくあ

らゆる暴力の根絶 

(22)ＤＶや性暴力等の防止に向けた意識啓発

と情報発信 

(23)被害者の相談支援体制の充実 

(24)被害者の自立に向けた支援の充実 

 

 

女

性

活

躍

推

進

法

 

Ｄ
Ｖ
防
止
法 

困

難

女

性

支

援

法

 

男

女

共

同

参

画

社

会

基

本

法

 

関 連 法  
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